
１　緊急雇用創出事業［重点分野雇用創造事業］（県実施分）

新規 継続

1 産業振興 クリエイティブ産業創出・促進事業
  本県経済を牽引する企業への成長を促進する公的インキュベーション施設として、県内企
業の新規性のある技術を持った創業者等の足掛かりの場を確保することにより、戦略的に育
成すべき成長産業の新事業の創出・高度化に向けた積極的支援を行う。

2 人 2 人

2 産業振興 適正計量実施確保推進事業 　適正な計量の実施を確保するため、事業者の実態調査や人材育成等の事業を実施する。 1 人 1 人

3 産業振興 ＬＥＤ技術サポート向上事業
　工業技術センターが取り組むＬＥＤトータルサポート拠点事業として、性能評価のワンス
トップサービスなどにより、県内企業のＬＥＤ応用製品開発支援を行う。

1 人 2 人 3 人

4 産業振興 新生テクノスクール人材育成推進事業
　県立中央テクノスクールを旗艦校と位置づけ、旗艦校に技術研修のコーディネート及び指
導を行う指導員を配置し、効果的な産業人材の育成を推進する。

1 人 1 人

5 農林水産 農林水産統計データ整理活用促進事業
　農林水産関係の各種統計毎に公表されている統計データを、県や市町村単位で整理・集計
し、農林水産業の活動状態を把握できるようにすることで、長期計画策定や県民向け統計情
報等の基礎データとして活用する。

1 人 1 人

6 農林水産 水土里情報データ整備事業
　農業農村整備事業で実施した土地改良施設等の電子データ化された諸元を農地情報図にリ
ンク（ＧＩＳ化)させる。

1 人 1 人 2 人

7 農林水産 農業版ＢＣＰ策定基礎調査実施事業
　農業版ＢＣＰを策定する上で基礎資料とするため、「徳島県津波浸水想定」に基づき、浸
水が想定される農地の作付品目状況等の現況調査を行う。

4 人 4人

8 農林水産 優良種畜等防疫体制強化事業
　種畜・種卵・牛受精卵の生産及び配布体制を強化し、生産体制の強化を図るとともに、衛
生管理区域への病原体侵入防止強化を実施する。

2 人 2 人
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9 農林水産 野菜増産戦略強化推進事業
　野菜増産を図るため、農業協同組合や農業法人等において生産拡大を図るうえで必要な生
産管理等をサポートする業務を行う。 2 人 2 人

10 農林水産 農作業安全等推進事業
　農作業事故防止のため、農作業安全講習会の開催や安全対策について現場での周知を推進
するとともに、資料作成や優良事例の収集を行う。

1 人 1 人

11 農林水産 旬の味・ほんもの体験ツアー事業
都市部在住者を対象に、「四季折々の料理」と「農畜水産業の体験観光」を組み合わせ

て、本県のブランド産品の認知度を向上、消費拡大を図り、モデルツアーに関するニーズ調
査を実施するとともに、ツアーの骨子案を作成する。

1 人 1 人

12 農林水産 森林情報整備活用事業
　森林の適正な管理を促進するため、正確な森林情報を基に県民へ情報提供を行う必要があ
ることから、森林ＧＩＳシステムを使用し、森林所有者情報の整備や森林所有者境が明確化
された管理データを反映させる。

1 人 1 人

13 農林水産
木材技術情報及び木材利用データ収集
調査事業

　「木材利用創造センター」において、森林林業研究所の研究成果や技術情報をデータベー
ス化するなど、県産材に関する情報を整備し発信することにより、県産材製品の開発・品質
向上と販路拡大を図る。

1 人 1 人

14 治安・防災 西部地域家畜防疫体制整備事業
　西部地域の基幹産業である養鶏産業の鳥インフルエンザ等の防疫体制を整備するため、対
象施設及び周辺道路状況等の現地調査、資料収集・整理を行い、発生時の迅速な対応に質す
る。

3 人 3 人

15 教育・研究 南部地域・大学連携促進事業

　南部圏域では、地域と大学が連携し、若者の発想、視点及び行動力を生かして地域活性化
を図る取組を実施している。
　この取組と併せて南部圏域における地域と大学の連携をさらに促進するため、企画・調査
等の業務を行う。

1 人 1 人

16 情報通信 新財務会計システム改修事業
　総務事務システムの旅行命令形態等の運用変更に合わせて、財務会計システムを対応させ
るための変更作業を実施する。

2 人 2 人

17 治安・防災 いじめ・非行防止対策事業
　社会問題化しているいじめへの対応について、関係機関との連携、いじめによる非行を防
止するための各種対策を講ずる必要があることから、いじめ対策に関する広報や文書整理業
務に加え、非行少年を生まない社会づくりに関する事業の広報等の業務を行う。

1 人 1 人

 新規雇用２６人　継続雇用３人
　　　７０，０００千円


